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面にあった 1910 年代から 1930 年代の農村において、こうしたパターンを生み出すこととなっ











― 丸山博（1978）『社会医学研究Ⅰ乳児死亡』p. 9 より引用  





























1．1910 年代の青森県と 1930 年代東北地方：農家世帯生産活動の視点から 
 
両大戦に挟まれた戦間期、なかでも 1910 年代と 1930 年代の日本は、特に東北地方に着目し
                                                  
3 友部（2007）p. 13 参照。 
4 友部（2007）p. 123 参照。 
5 友部（2007）p.23～24 参照。 
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11 友部（2007b）、友部（未発表）p. 1～5 参照。 





























は山形県と青森県の二県であり15、実際に青森県では明治 13 年に熊本から馬耕熟練者 8 名を招
聘し、南津軽郡を皮きりに県内各地で農民を対象に講習会を開催したところから馬耕への取り
                                                  
12 中村隆英（1971）p. 29 参照。 
13 勝部（2002）p. 46 参照。 
14 勝部（2002）pp.41~42 参照。 
15 嵐嘉一（1978）p. 29 参照。 































                                                  
16 青森県県史編纂委員会（2001）p.372、青森県農地改革史編纂委員会（1952）p. 89 参照。 
17 代掻きの意。 
18 青森県農地改革史編纂委員会（1952）p. 104 参照。 
19 牛馬耕の用語は、一般には犂を用いての耕起をさす。（『国史大辞典』参考。） 
20 森（1970）参照。 
21 嵐（1978）p.14、荒幡 （1997c）参照。 





明治 19 年時点において、青森県では作付面積 1 町当たりの耕牛馬数、農家一家あたりの耕牛
馬数ともに他府県と比較して高い水準を達成したとされ（表 1）22、その後も牛馬耕の導入は進
み、深耕による土地生産性向上の利益が宣伝されてからはその導入がより盛んになったとある。
また、こうした牛馬耕の導入が飛躍的に進んだことは23、図 1 からも明らかである。 
 
[表 1：嵐嘉一（1978）引用]  
[図 1：嵐嘉一（1978）引用] 




















                                                  
22 嵐（1978）p. 27 参照。 
23 『国史大辞典』によれば、明治 37 年から大正 13 年までのあいだに田の牛馬耕の普及は 30％から 50％に上昇
したとある。 
24 荒幡（1997b）参照。 




































27 青森県教育委員会（1963）『青森県民俗資料調査報告書』p. 54 参照。 
28 友部（2001）参照。 
29 友部（2007, 1997）参照。 




































32 青森県農会（1909）pp. 1～2 参照。 
33 青森県内務部（1910）p. 9 参照。 
34 但し、養蚕に関しては気候的な条件もあり、導入は思いのほか進まなかったとある。 
35 農商務省農務局（1912）参照。 
36 河西（2007）pp. 143～144 参照。 





午後 6 時で日中の休憩時間はわずか 1 時間に過ぎないのに対し、兼業している農家では午前 9











































とに、すなわち乳児死亡の構造―出生 1,000 に対する生後 1 ヶ月未満死亡数で示される新生児






















































                                                  
41 人口政策と乳児死亡に関しては、毛利（1972）や一番ヶ瀬（1978）に詳しい。 
42 味岡（1937）, 清水（1978）参照。 
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5．1．分析に使用するデータと変数 
 
分析に際して、1910 年代の青森県を対象とした分析では、乳児死亡の統計には 1921 年刊行


































48 Mosk（2000） の traditional best practice technique (p.44), best practice agricultural technology (p.64) は、本稿で取
り上げる乾田馬耕を指していると考えてよいだろう。 


































                                                  
49 荒幡（1997b）参照。 
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表 1 水田牛馬耕普及割合の県別変異（明治 37 年） 


































図 1 水田牛・馬耕普及割合の変遷 




























































































































































































































































X 3.94***     
(4.31)       
-9.38*** 
(-8.14)   
C 1.21***     
(2.85)       
9.48*** 
(17.76)   
R2   0.34     0.66 
N 35     35 
 
表 2 馬耕の導入と一人当たり収穫高、労働吸収度：青森県 1913～1917 年 
注) 被説明変数 Y1）一人当たり収穫高: 米収穫（石）/ 農業労働人口（数）、Y2）労働吸収度: 農業労働人口（数）/ 米作付面積（反） 
















 図 3 青森県乳児死亡率の長期トレンド：明治 32（1899）～昭和 46（1971）年 
[注] 乳児死亡率は出生対 1,000 に対する 1 年未満死亡数、新生児死亡率は出生 1,000 に対する 1 ヶ月未満死亡数、1～12 ヶ月死亡率は出生 1,000 に 
対する 1～12 ヶ月死亡率、アルファインデックスは 1 ヶ月未満死亡数に対する 1 ヵ年未満死亡数。 























低かった地域で、その中でさらに 3 クラスに分けている。資料）1884 年～1908 年『人口統計総覧』、1920 年～『国勢調査』 



















































































































   
 Y: 乳児死亡率 
 1933 年東北地方乳児死亡率 1910 年代青森県乳児死亡率 
 (1) (2) (3) (4) (5) (6) 
X1 -0.028*   
(-1.87)   
- -  - - 
X2 - - - 3.65***
(4.50) 
- - 
X3 - -0.09**   
(-2.46)   
- - -0.40** 
(-2.11)  
- 
X4 - - -0.25*  
(1.82)  
- - - 
X5 - - - - - 0.49*** 
(3.75) 
X6 - - -0.18   
(-1.28)  
















0.00    
(0.00)  
  
R2   0.05 0.10 0.06 0.38 0.08 0.32 
N 50 49 50 32 40 40 
表 3 農業生産性、労働強度、非農業部門の規模と乳児死亡率： 青森県 1913～1917 年、東北地方 1933 年 
注) 被説明変数 Y）乳児死亡率: 乳児死亡数 / 出生数 * 1000.  
説明変数 X1) 農業生産性; 米収穫量（石） / 農家世帯（数）. 
説明変数 X2) 労働強度; 農業労働人口（数）/ 米作付面積（反）. 
説明変数 X3) 非農業生産規模; 非農業生産額（円）/ 世帯数（数）.  
説明変数 X4)  X1 の標準化値.  
説明変数 X5)  X2 の標準価値 
説明変数 X6)  X3 の標準価値 
データ; 青森県は郡、有意水準; ***: 1%, **: 5%, *: 10%, （）内の値は t 値. 
 
                           
ⒸChun-Lin Kuo (2006)
Household Strategies of Labor Allocation and Living Standards of Pregnant 
Women in Modern Rural Japan: A Case Studies of Aomori Prefecture and 




In this paper, it examines the relationship between the infant mortality rate (IMR) and introduction 
of new agricultural laborsaving technology which contributed to reduce labor absorption in rice 
production and labor intensity and increase the agricultural productivity by using the data of modern 
rural North-eastern Japan c.a. 1910s to 1930s. Assuming that IMR is the index of the living 
standards and the agricultural productivity and labor intensity is the one of the level of introduction 
of new technology, we focus on the structure of infant death in order to clarify the general labor 
environment of pregnant women. As results of the analysis, the followings are becoming clarified; 1) 
the innovation and diffusion of agricultural technology, by which human agricultural labor was 
dramatically saved and the agricultural productivity was increased, caused the decline of IMR 
through the rise of agricultural productivity; 2) the expansion of cottage industry among the peasant 
household contributed to decline of IMR by reallocating family labor mainly to non-agricultural 
works. From these results, this paper presents the change of the labor allocation strategy of the 
peasant household makes the effect on the improvement of their living standards in modern rural 
Japan.  
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